
教育福祉委員会委員長報告書  

 

令和７年７月９日  

 

教育福祉委員会に付託されました議案２件、陳情３件について、審査

の過程における各委員からの討論及び審査結果について、審査経過順に

報告します。  

初めに、陳情第１０号「流山市における困難な問題を抱える女性に対

する支援の充実を求める陳情書」について報告します。  

本件は、昨年４月に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」

が施行され、千葉県が「千葉県困難な問題を抱える女性支援基本計画」

を策定したことから、県の基本計画を受け本市において広く女性支援施

策の拡充を求めるものです。  

初めに、当局より  

項目１及び２については、国の方針に即し、県の基本計画を勘案し、

市では令和７年３月に「流山市第５次男女共同参画プラン」を困難な問

題を抱える女性への支援に関する法律に基づく市町村基本計画として策

定しました。本プランは、流山市男女共同参画審議会やパブリックコメ

ントを経て策定しております。プランの基本的施策７に「困難な問題を

抱える女性への支援」を位置づけ、「様々な困難を抱えている方への相

談窓口の周知」や「支援体制の充実」に向け、現在、関係部署が取り組

みを行っています。  

項目３については、流山市要保護児童対策地域協議会の機能を活用し、

必要に応じて本人、関係部署、支援施設等による会議を開催し、支援方

針の確認等を行ってきました。これは、千葉県の基本計画において、市

町村にも設置を働きかけている「『個別ケース検討会議』等の支援調整

会議」と同等の機能を持つものと認識しております。  

項目４については、困難な問題を抱える女性の相談窓口の案内を市ホ

ームページへの掲載や女性トイレへの小型カードの設置などにより、周

知・啓発を図っております。また、企画政策課男女共同参画室が「女性

の生き方相談」を実施し、専門の女性相談員による幅広い相談支援を継

続して行っています。今年度は、子ども家庭課虐待・ＤＶ防止対策室に、

「こども家庭相談員・女性相談支援員」を配置し、相談先の分からない



困難女性や若年女性が情報にたどりつきにくいなどの課題を解決するた

め、商業施設やドラッグストア等に啓発物を依頼するなどにより、困難

を抱える女性が自身の状況への気づきや支援を受けられることをより広

く周知・啓発してまいります。  

との意見がありました  

審査の過程における討論として、  

１  採択の立場で討論する。  

本陳情は、困難を抱える女性への支援体制をより充実させるべきとい

う趣旨であり、支援の重要性については強く賛同するものである。すで

に市で一定の取り組みが進められているが、特に、社会的に孤立しがち

な方々の声を把握することや、周知・啓発の強化は今後も必要と考える。  

２  不採択の立場で討論する。  

願意については理解するが、「流山市第５次男女共同参画プラン」を

令和７年３月に策定したこと、今年度から子ども家庭課虐待・ＤＶ防止

対策室に「こども家庭相談員・女性相談支援員」を配置していることや、

周知についても工夫して努力していることを確認したことから不採択と

する。  

３  不採択の立場で討論する。  

各陳情項目について、既に本市で実施されており、今後も継続的に支

援の充実及び個別の項目に関する調査も強化されるものと捉えることか

ら、本陳情の趣旨には賛同するが、不採択とする。  

４  採択の立場で討論する。  

陳情の内容はすでに取組を進められているが、女性の権利を守るため

に更に取組を強化することを求め、賛成とする。  

５  １点要望し、不採択の立場で討論する。  

全ての項目に対して賛同するが、市がほぼ全て行っていることから不

採択とする。ただし、広範な社会調査を実施するということに関しては、

まだ不十分な点があると思うので、強化するよう要望する。  

がありました。  

採決の結果、２対４をもって、不採択すべきものと決定しました。  

次に、陳情第９号「学習者の声を教育政策に反映させることを求める

陳情書」について報告します。  

本件は、現状の教育制度は学習者の声が十分に反映されていないので、



学習の当事者の意見を政策に反映することでより良い学びの環境を実現

し、こども基本法に則りこどもを権利の主体として尊重し、こどもの最

善の利益を最優先にされることを求めるものです。  

初めに、当局より、  

項目１（１）については、こども基本法の理念や令和７年３月に策定

しました「流山市こども計画」に基づき、こどもや若者を権利の主体と

して尊重し、市政に意見を反映させる仕組みづくりを積極的に進めてい

ます。具体的には、小・中学生対象の「こども会議」を今年度から毎年

実施し、グループでの話し合いを通じて、施策提言を行う機会を設けま

す。高校・大学生では、「若者まちづくり事業」を開始し、本市の課題

についてグループディスカッションやフィールドワークなどを通じて、

若者の視点からの施策提言をいただく取組を今年度から実施します。幅

広い年代のこどもが、それぞれの発達段階に応じて政策決定過程に参画

し、意見表明できる環境を整備してまいります。  

項目２（１）については、本市の教員不足の解消には、勤務する教員

が辞めないようにすることや流山市で働きたいと希望する教員が増える

ように努めることだと考えます。これまで校務支援システム、自動採点

システム、電子黒板などを導入して教職員の負担軽減を図ることや、若

手職員を中心として教職員の士気が上がるような企画を計画・実施させ

ることで職場環境の見直し、活性化を支えてきました。  

項目２（２）については、教職にやりがいを感じ、生き生きと働ける

ような環境づくりは重要で、市として取り組むべきところです。各学校

では、日常の業務の中で悩み事や心配事があった際には、複数の職員が

関わることで責任が一人に集中しないようにしています。また、毎年、

全教職員を対象にストレスチェックを実施し、教職員の現状を把握する

とともに、各々が客観的に自身を振り返るきっかけとしています。  

項目２（３）については、市では特別支援学級の介添員や、普通学級

で個別の支援が必要な児童生徒の支援を行う学習サポート教員等、様々

な職種の職員を雇用しています。いずれも近隣他市と比較しても手厚い

ものとなっています。  

項目３（１）については、学校に政治家を招くことは教育公務員の政

治的中立性を疑わしめる行為になりかねないため実施は難しいと考えま

す。しかし、社会科の公民分野を中心とした主権者教育の充実を図るよ



う引き続き指導助言を行ってまいります。  

項目３（２）については、主権者教育の実現には、社会への関心を高

めるとともに、多様な情報を収集・分析し、多角的に考察する力を高め

ることが重要です。日常生活の中で社会の課題に関心を持つよう各学校

に新聞の配架をしていますが、引き続き予算要望をしてまいります。ま

た、生徒会活動に限らず特別活動全般において、その目的が達成できる

よう指導助言を行ってまいります。  

項目３（３）については、令和７年２月に校則の見直しに関する調査

を全中学校対象に実施したところ、全ての学校が議論の場を設け生徒の

意見を取り入れる活動を実施していました。学校によって議論する方法

や時間は異なりますが、委員会活動や生徒総会を活用し、民主的な意思

決定の仕組みで校則を見直す活動が行われています。  

項目４（１）については、一人一台タブレットにオンラインドリルを

整備しています。一人ひとりの学習状況や正誤に応じてＡＩが問題を選

定し出題するため、身に付けたい力や理解度に合わせて学習を深めるこ

とができます。別室登校については、現在、校内支援センター設置、運

営を各校で進めているため、各校の実状に合わせた体制づくりを推進し

てまいります。  

項目５（１）については、国から通知等があった際には、児童生徒に

紹介できるようにしていきます。国内留学の機会提供を国に求めること

については、検討していきます。  

項目５（２）については、国や県から通知があった際には、学校や保

護者を通じて、児童生徒に情報が届くようにしていきます。  

項目５（３）については、学校における防災教育として、避難訓練、

防災マップを活用した授業、家庭と連携した引き渡し訓練等を行ってい

ます。また、予告せずに行う避難訓練、学校と地域住民が合同で防災訓

練を実施する等、想定外の事態への対応力を高める実践も進めています。

また、英語教育については、各小中学校にＡＬＴ等を配置し、自分の考

えや気持ちなどを伝え合う対話的な言語活動を通して、既習語彙・表現

等を実際に活用しながら学びを深めることを目指しています。今後も、

各学校の実践などを共有することで、ＡＬＴ等の効果的な活用方法につ

いて研究してまいります。  

項目６（１）については、令和７年度の市全体の授業時数は令和６年



度と比較し、小学校１年生から中学校３年生まで全学年で縮小となって

います。また、教育課程編成の工夫例として、小学校１年生の日課を５

月末まで４時間授業としたことで保育園、幼稚園からの接続が円滑にな

ったこと、朝学習の時間を廃止して朝の時間にゆとりを持たせたこと、

各学校ではそれぞれの実態に応じて教育課程を編成しています。  

との意見がありました  

また、本件については、項目別採決を希望するとの意見があり、項目

別採決について諮ったところ、全会一致をもって項目別採決することに

決定したこと申し添えます。  

審査の過程における討論として、  

１  １点要望し、項目３（１）以外を採択する立場で討論する。  

項目３（１）については、教育基本法による難しさがあり不採択とす

る。そして項目３（１）に関連し市議会を傍聴する機会をさらに広める

ことを要望する。  

２  項目３（１）及び項目６（１）は不採択、それ以外は採択の立場か

ら討論する。  

項目３（１）は、教育基本法上の困難さがあること、項目６（１）は

陳情者の願意が確認できず、真意が不明だったこと、また、「朝の小 1

の壁」の問題が提起され、始業時間の見直しは多くの家庭がこの問題に

直面する恐れがあること等、慎重な議論が必要と捉えることから、項目

６（１）についても不採択とする。  

３  項目２、項目３（１）（２）、項目６（１）については不採択、そ

れ以外の項目については採択の立場で討論する。  

教育政策に学習者の声を反映させてほしいという本陳情の趣旨には、

十分に賛同する。こどもを権利の主体と捉え、当事者の声を大切にする

姿勢は、これからの教育行政にとって必要不可欠な視点である。  

一方で、陳情には教育政策の主旨とは異なる項目も含まれ、例えば生

徒会予算の制度化、始業時間の見直しといった内容は、陳情の本筋であ

る「学習者の声の反映」とは直接関係しないと考える。  

本陳情が示す、多様な学びの選択肢を整えていくことは、今後の教育

の方向性として非常に意義深く、児童生徒から陳情が提出されたことを

重く受け止めている。  



４  項目３（１）と項目６（１）を不採択、それ以外は採択の立場で討

論する。  

項目３（１）は教育基本法の中立性ということで不採択とする。項目

６（１）は、他者の時間の尊重ということと、規則正しければ正しいほ

ど健康である。そのような観点から不採択とする。  

５  採択の立場で討論する。  

こどもたちのリアルな声は、社会制度上１００％すぐには取り入れら

れないこともあるかもしれないが、新しい時代を作っていく若い人たち

の希望の声であり、どの項目も採択すべきものである。  

がありました。  

採決の結果、項目１（１）、項目３（３）、項目４（１）及び項目５

（１）から（３）は全会一致をもって、項目２（１）から（３）及び３

（２）は５対１をもって、項目６（１）は４対３をもって採択すべきも

のと決定し、項目３（１）は１対５をもって不採択すべきものと決定し

ました。  

次に、陳情第１１号「すべてのケア労働者の持続的な賃上げや人員配

置増を求める意見書の国への提出を求める陳情書」について報告します。 

本件は、  

１  医療や介護現場で働くすべてのケア労働者の賃上げ支援策の実行。 

２  すべての医療機関と介護事業所を対象とした、診療報酬と介護報

酬を抜本的に引き上げる改定の実施。  

３  千葉県における病床や救急医療の維持と、病院食に向けた県独自

助成の実施。  

を要望する意見書を関係機関に提出することを求めるものです。  

初めに、当局より、  

項目１及び項目２については、令和６年度の診療報酬改定において人

材確保や賃金上昇に向けた取組としてベースアップ評価料が創設されて

います。厚生労働省が実施した令和６年度介護従事者処遇状況等調査に

おいて、令和５年度と比較して基本給等について４．６％増、平均給与

額について４．３％増といった結果が公開されています。市としてはこ

れらの既に行われた施策の状況と結果検証を踏まえ、国の動向を引き続

き注視してまいります。また、診療報酬等について審議する厚生労働大

臣の諮問機関である中央社会保険医療協議会において、令和８年度の診



療報酬改定については、「物価、賃金、医療機関の経営について、これ

までとは相当異なる状況」であることを踏まえて議論するとされており

ます。よって、すべてのケア労働者の持続的な賃上げや、人員配置増・

診療報酬の改定に向けた支援については、国において実施されるものと

考えています。人材確保では、厚生労働省は、有識者による「福祉人材

確保専門委員会」を設置して今後の取組みを強化するとし、さらに陳情

項目については、全国知事会より令和７年５月１５日に「介護・障害福

祉サービス等報酬の見直し及び財政支援」の要望を、全国市長会より、

令和６年１１月１４日に「介護保険制度の充実強化に関する重点提言」

を、令和７年３月１７日に「地域の医療機関、介護施設、障害者福祉施

設等の物価高騰対策等に関する緊急要望」を厚生労働省に対して既に行

っていることから、市としては国の示している方針を踏まえ、引き続き

動向を注視してまいります。  

項目３については、千葉県が県の責務として千葉県保健医療計画に基

づき医療体制の維持構築に取り組んでいることから、千葉県の動向を注

視してまいります。物価高騰に苦しむ病院食に向けた助成については、

食材費の高騰に対応して、令和６年６月に診療報酬の食事療養費の基準

見直しを行い、令和７年４月には再度の基準額の引上げが行われました。

令和６年６月の食事療養費の引き上げまでの４、５月分の支援として県

において実施されていた医療機関等食材料費高騰対策支援事業は、終了

しています。今後も、国、県の動向を注視してまいります。  

との意見がありました  

審査の過程における討論として、  

１  採択の立場で討論する。  

市独自に、流山市介護福祉士修学資金貸付事業や流山市介護職員等処

遇改善事業など様々行っている。国の助成が足りないことから市独自で

行っているが、他自治体も同様であり全国市長会、全国知事会から要望

書が提出されている。さらなる国の支援実現のため採択すべきとする。  

２  不採択の立場で討論する。  

本陳情の趣旨である「ケア労働者の処遇改善」や「地域医療の持続性

確保」は、重要な課題であると認識しているが、以下の点から不採択の

立場で討論する。  

１、すでに国において「処遇改善加算」や「ベースアップ評価料」な



どの制度が実施されており、国・県・市それぞれの役割を整理し、

市としてどこまでできるのかを踏まえたうえで議論を深めていくべ

きではないかと考える。  

２、報酬の「抜本的な引き上げ」が、社会保険料や公費負担の増加と

いう形で国民全体の負担を引き上げる要因となりかねない。慎重な

議論が必要である。  

３、病床削減や病院食助成に関する要望は精緻さに欠け、千葉県内で

は医療資源の分布に地域差があり、単に「病床を減らすな」と一律

に要望することが、医療の質の確保に直結するとは限らない。また、

病院食に対する助成を行う場合も、県内の病院運営の現状や既存制

度との関係性を丁寧に検証したうえで進める必要がある。  

本陳情は、国の政策動向や財源の裏付け、地域ごとの実情への配慮に

欠ける面があり、実効性の面でも課題があると考える。  

３  採択の立場で討論する。  

医療と介護の危機を救うためには、陳情書の採択なくしては実現でき

ないものであり、どの陳情項目も採択すべきものである。  

がありました。  

採決の結果、５対１をもって、採択すべきものと決定しました。  

次に、議案第５０号「流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について」について報告します。  

本案は、公の施設である流山市赤城福祉会館の管理を指定管理者に行

わせることができるように改正するものです。  

審査の過程における討論として、  

１  賛成の立場で討論する。  

長年直営で運営している福祉会館及び児童センターについて、民間事

業者への運営委託、いわゆる指定管理者制度導入の提案であるが、現代

の多様なニーズに対応するためには、柔軟性や専門性をもつ民間事業者

との連携は必要であり、行政だけでは対応しきれない部分を地域の力と

ともに支えていくという視点は、今後ますます重要になると考える。そ

うした意味で、今回の制度導入については理解する。  

２  １点指摘し、反対の立場で討論する。  

我が党は指定管理者制度そのものに反対している。新たに転入された

方々の中には両親がいない中で子育てをする、また近くに家族のいない



高齢者も増加しており、身近な相談窓口として、福祉サービスに繋がる

入口として、福祉会館の役割は重要な時期を迎えていることから、直営

で運営すべきと指摘する。  

がありました。  

採決の結果、５対１をもって、原案のとおり可決すべきものと決定し

ました。  

最後に、議案第５１号「流山市いじめ防止対策推進条例の一部を改正

する条例の制定について」について報告します。  

本案は、流山市いじめ対策調査会の委員の上限人数を増やすほか、教

育委員会がいじめの重大事態に係る調査を実施する場合において、いじ

めを受けた児童等及びその保護者が同調査会によらない調査を希望する

ときは、教育委員会が直接調査を実施することを可能とするものです。  

審査の過程における討論として、  

１  賛成の立場で討論する。  

教育委員会いじめ防止相談対策室による調査が、現場での迅速な対応

や保護者との丁寧なコミュニケーションにおいて、重要な役割を果たす

と考える。担当したいじめ防止相談対策室職員がこの経験を通じて、保

護者対応・事実整理・心理的配慮・判断力といったスキルを身につけ、

学校に戻ってからより信頼される管理職や教育リーダーとして活躍され

る姿も現場では見受けられる。対策室調査を制度的な人材育成の場とし

ても活かしていくことは、教育行政の質の向上にもつながると考える。  

２  賛成の立場で討論する。  

調査会の人数上限を１０人から１２人とする事は、案件の同時発生に

対応が可能となるもの。いじめ防止相談対策室の調査は調査会を希望し

ない場合やこどもの学校の復帰時期などを考えてスピード感が求められ

る場合について対応するというきめ細やかな変更と理解し、賛成討論と

する。相談は、前提として信頼が無ければならず、関係者ではない調査

会による調査でのため、情報の管理や相談者からの信頼についてはこれ

まで以上に注視されたい。  

３  １点要望し、賛成の立場で討論する。  

重大事態案件に該当するこどもや、その保護者はたくさん傷つき、学

校に対し疑心暗鬼となり、学校への信頼はほぼ無くなっている。調査に

あたる教育委員会は、結局学校を庇うのかと思われないように、中立の



立場でこどもと保護者との信頼関係をしっかり築いた上で調査をするよ

うにされることを要望する。  

がありました。  

採決の結果、全会一致をもって、原案のとおり可決すべきものと決定

しました。  

以上  


